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I. 本論文の構成 
横山氏はこれまで，資本蓄積に伴う建設廃棄物などの廃棄物，及び，それに起因する
環境負荷を定量的に評価するための，産業連関分析手法の開発，及び，その実証的応
用に精力的に取り組み，その成果を国内の査読付き学術雑誌に発表してきた。第 2 章
については「日本の製造業における雇用の調整費用の非対称性を考慮にいれた一考察」 
(早稲田経済学研究 52号，pp.57-71, 2001)，第3章と4章は「廃棄物産業連関分析
の動学的拡張」 (廃棄物学会論文誌 Vol.15, No.5. pp.372-380, 2004)，第 5 章は
「動学的廃棄物産業連関分析に依る最終処分場再生活動の環境評価」(日本LCA学会誌 
Vol. 2, No.1, (2006) 受理済み(恩田隆、長坂徹也との共著))である。本論文は，こ
れらの発表論文を大幅に加筆修正し，更に発展させたものである。 
 
本論文の構成は，以下の通りである。 
 
第1章はじめに 
1.1.背景と目的 
1.2.本論の構成 
第2章既存研究の整理と本研究の位置づけ 
2.1.設備投資に関わる費用と廃棄物管理 
2.1.1. 設備投資と廃棄物 
2.1.2. 更新投資と廃棄物 
2.1.3. 調整費用と廃棄物処理費用 
2.2.産業連関分析と環境評価への応用 
2.2.1. レオンチェフ汚染物質除去モデル 
2.2.2. 環境分析用産業連関表 
2.2.3. 物質産業連関表 
2.2.4. LCAと産業連関表 
2.2.5. 廃棄物産業連関表 
第3章廃棄物産業連関分析の動学的拡張 
3.1.背景と目的 
3.1.1. 関連研究 
3.1.2. 目的
3.2.廃棄物産業連関分析の動学的拡張モデル 
3.2.1. 拡張固定資本マトリックス 
3.2.2. 廃棄物化変換行列 
3.3.動学レオンチェフモデル・静学WIOモデル・動学的拡張WIOモデル 
3.4.WIOと正値条件 
3.4.1. ソローの列和条件 
3.4.2. ホーキンス・サイモン条件 
3.4.3. 数値例 
第4章動学的拡張WIOモデルの応用 
4.1.建設産業における廃棄物受け入れの埋立処分場消費への動学的影響分析 
4.1.1. 建設部門における再資源化の現状 
4.1.2. 廃棄物の分別についての設定 
4.1.3. 再資源化原材料の回収についての設定 
4.1.4. 寿命に関する設定 
4.1.5. 分析結果とまとめ 
4.2.長寿命化を想定したシナリオ分析 
4.2.1. 長寿命化に関わるシナリオ設定 
4.2.2. 長寿命化の効果 
4.3.まとめ 
第5章最終処分場からの資源回収と廃棄物産業連関モデル 
5.1.研究の背景と目的. 
5.2.掘り起こし資源回収WIOモデル 
5.3.WIO表の拡張 
5.4.モデルの応用：シナリオ分析 
5.4.1. シナリオ設定 
5.4.2. 分析結果 
5.5.まとめ 
第6章本研究のまとめと今後の課題 
6.1.まとめ 
6.2.今後の課題 
6.3.更なる課題的研究 
6.3.1. 再資源化原材料の質と動学的資源循環 
6.3.2. 最終処分場制約と持続可能性 
付録 
1. A 廃棄物産業連関表 
2. B最終処分場の現状  
3. C 最終処分場掘り起こしの取り組み 
4. D動学的廃棄物産業連関モデルと変動経路 
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II. 本論文の内容と学術的貢献 
本学位請求論文は，資本蓄積に付随する廃棄物発生過程の動学産業連関モデルを開発
し，これを応用した廃棄物リサイクルに関連する各種実証分析をまとめたものである。 
 
第1章では，背景と目的(1節)及び論文の構成(2節)が述べられる。我が国では，産業
活動に伴い年間約 4 億トンの廃棄物が発生する。このうち，建設産業から発生する廃
棄物は，全産業廃棄物排出量の２割を占めている。温暖化ガスや埋立処分される最終
処分廃棄物は，将来にわたって，資本価値のように減耗することがない。この性質か
ら，我々は温暖化問題や最終処分場の枯渇といった，様々な社会問題に直面すること
になる。しかるに，経済学において、このような廃棄物発生に関わる処理費用や、蓄
積される環境負荷物質を明示的に扱った研究は少ない。経済活動に付随して発生する
環境問題の解決のために、経済学は様々な重要な提案をしてきた(外部不経済の内部
化、環境税の導入等)。しかし，多くの分析は金額ベースのみに依るものであり、経済
活動に伴って投入される財の物質ベースの量、嵩、それによって発生する廃棄物の性
状や質に焦点をあてた分析は極めて少ない。一方，膨大な量の資本ストック(2001 年
度国内鉄蓄積量12億3697万トン)は将来の廃棄物発生源であり、潜在的廃棄物と考え
られる。これらの蓄積された鉄鋼材は，建築物や自動車が寿命を迎えた際にスクラッ
プとして排出されるものであるから，資本ストックは将来の廃棄物発生源であり、潜
在的廃棄物と考えられる。将来にわたった適正な廃棄物管理と資源循環を考慮するた
めには、動学的な視点が必要である。この背景の下，本論文は資本蓄積過程で発生す
る廃棄物と異時点間の再資源化原材料の循環に関する定量分析モデルの構築を目指
す。 
 
第2章は，2節からなり，関連する既存研究を整理し，本研究の位置づけを行う。第1
節は，建築物改修・建て替えなどの資本ストック更新と建設廃棄物発生の観点から，
標準的な新古典派設備投資モデルを検討する。先ず，今や古典となった Jorgenson 
(1963a)では“更新”は資本ストックのもつ金額面のみに焦点をあてており、“取り替
え”の結果発生する寿命を終えて資本用役を供給しなくなった廃棄物の量やその処理
費用はゼロとみなしている。このモデルでは，更新投資は資本ストックに対して一定
と仮定されている。Feldstein and Rothchild (1974)は、これを一般化して，最適な
更新投資の大きさとタイミングを論じたが、設備の“取り替え”に伴って発生する費
用を明示的に考慮していない。この点は，資本財更新の最適なタイミングについて詳
細な実証分析を行った Rust (1987)においても同様である。更新投資の大きさやタイ
ミングに関する経済学以外の接近として，修繕、中古品利用の消費過程における分析
を行ったKalpakam and Sapna (1995),  Lam (1999), Love, Zhang, Zitron, and Guo 
(2000)があるが，これらでも更新によって発生する廃棄物処理費用は考慮していない。
Palm and Verspagen (1989)はストック調整費用に関して、非対称性を課した一般化非
対称調整費用関数(generalized asymmetric cost function)を提示している。しかし，
ここでも資本の除却に伴う調整費用の内訳として廃棄物処理に伴う費用や、再資源化
費用の大きさは考慮していない。経済学における設備投資理論の多くは資本ストック
に一定の割引率を課し、減耗した資本を補う投資を行うことで決定されるが。そこで
考慮する減耗とは価値の減耗であり、実際にある資本設備の質量が目減りしているわ
けではない。しかし，廃棄物発生や環境負荷因子排出量の評価においては，物質の量
や嵩は本質的な問題であり，無視することは出来ない。金額ベースのみで資本設備を
とらえ、更新費用・調整費用ともに除却や更新時に発生する廃棄物量との関連を考慮
しないこれまでの設備投資に関する経済学的研究は、廃棄物管理や再資源化といった
資源循環を考慮した経済モデルを構築する上では不十分である。廃棄物管理の観点か
ら、これらの研究に共通する最大の問題点は，集計された資本ストック概念の使用に
ある。集計された資本ストックは、廃棄物発生と管理を論じる際に必須であるところ
の，そこから発生する廃棄物の組成、質、重量等の情報を一切もたないからである。
従って，資本設備のような耐久財から発生する廃棄物や、その処理に関わる費用を考
慮するには、これらの情報を含まない集計的モデルではなく、これを考慮した多部門
モデルが必要である。 
2 章第 2 節では，具体的な多部門モデルとして産業連関モデルを取り上げ，その廃棄
物分野を含む環境評価分析における先行研究を整理する。この分野の先鞭を付けたの
が，汚染物質発生とその除去活動を導入して従来のモデルを拡張したLeontief (1970)
である。このモデルでは，逆転のために正方行列を得る必要性から，ある汚染物質に
対してその除去活動が一意に対応する必要がある。しかし，一般に，廃棄物とそれに
対応する処理活動は一意に対応せず、通常は前者の種類の方が後者の種類より多い。
又，処理後の残渣発生やリサイクル可能性も考慮されていない。Duchin (1990)は、残
渣発生とリサイクルを考慮した一般化を行ったが，廃棄物と廃棄物処理の一対一対応
は仮定している。近藤・森口(1997)や吉岡ら(1992)はエネルギー消費と温暖化ガス排
出量の比例関係に着目し、産業連関分析に基づいて産業活動に伴う温暖化ガス排出量
の推定・分析を行ったが，経済活動に伴う廃棄物の発生やその処理・再資源化活動に
依る環境負荷発生は考慮してない。廃棄物との関連では，経済全体での質量保存則に
基づく物質収支把握を目指したマテリアルフロー分析(森口ら(2003))，及び，これと
深く関連した物質産業連関分析(PIOT)( Giljim and Hubacek (2004))が挙げられる。
しかし，現状では，これらの標準的産業連関分析との関連は必ずしも明確でなく，概
念設計においても多様な提案がなされている。又，廃棄物・廃棄物処理に関連した詳
細な分析に耐えるものとはなっていない。近年，産業連関分析の環境評価分野におけ
る応用は，標準的(ISO)な製品の環境影響評価手法である LCA(ライフサイクルアセス
メント)の関連を抜きに語ることが出来ない。LCAは詳細なプロセスデータを入手する
ことで、精度の高い分析が可能になるが、その一方で膨大な量のプロセスデータを必
要とする点と、cut-offと呼ばれるシステム境界設定によって，分析の対象外となる
プロセスで発生する環境負荷を評価結果から除外することに依る誤差が指摘されてい
る(Heijungs and Suh (2002)) 。この点に対応すべく，主要部分についてのプロセス
データと(詳細な情報の得にくい)背景データについて産業連関分析を併用した LCA が
混合 LCA 法として用いられるようになっている(Suh and Huppes (2004)。しかし，産
業連関表は消費プロセスや廃棄物処理等を含めたすべてのライフサイクルを包含して
いるわけではない。特に，Duchin(1990)モデルは，廃棄物と処理の一対一対応仮定故
に，現実的な形で廃棄物処理を考慮することが出来ない。産業連関表のもつデータの
入手しやすさ、システム境界設定の恣意性の回避といった長所をもちつつ、且つ，
Duchin(1990)を一般化し，Giljim and Hubacek (2004)の指摘する廃棄物や再資源化原
材料の物量における流通にも注意をはらったのが中村(2000a)の廃棄物産業連関(WIO)
分析である。WIO に特徴的なのは，配分行列によって廃棄物を廃棄物処理過程に対応
させたことである。これによって廃棄物産業連関モデルは勘定体系のみならず，分析
的なモデルとして用いることを可能にした。しかし，廃棄物産業連関モデルは「静学」
モデルであり，時間の経過を通じる廃棄物発生過程を考慮しておらず，潜在的廃棄物
の蓄積とその顕在化過程を考慮して「動学化」することを課題として残している。本
論文は廃棄物産業連関モデルを分析の基盤とし、これを動学的に拡張することで，資
本調整過程で発生する廃棄物と時間差をもった再資源化原材料の循環に関する計量経
済分析モデルを構築する。 
以上，廃棄物・廃棄物処理の現実を踏まえつつ既存文献を整理した横山氏の指摘は要
を得ており，本論文の動機付けとして高い説得力を有するものである。 
 
廃棄物産業連関分析の動学化を扱う第3章は、本論文の理論的中核をなす部分であり、
4 節から構成される。関連研究を俯瞰した第 1 節では、先ず、産業連関分析を用いた
現行の建設 LCA(宗本他(2002)，下田他(2001)，近田・井上(2001)，漆崎他(2001))にお
いて、動学的側面はおろか、廃棄物処理関連の考慮も不十分であることが示される。
次に、産業連関分析を動学化した基本モデルであるレオンチェフ動学モデルを概観す
る。第 2 節は、このレオンチェフ動学モデルに準拠した形で、静学モデルである WIO
の動学的拡張モデルを提案する。動学的拡張のため、WIO について 3 点の拡張が行わ
れる。先ず，固定資本形成中，再資源化原材料として投入された廃棄物量を考慮し，
資本ストックへの再資源化原材料の蓄積を拡張固定資本マトリックスにより表す。次
に，資本ストックとして固定された最終財の，寿命終了後の廃棄物への変換を示す廃
棄物化変換行列を導入する。最後に，固定資本ストックが廃棄されるタイミングを記
述する寿命行列を導入する。このようにして，財生産部門と廃棄物処理部門との間の
財と廃棄物の異時点間循環を考慮することで，耐久財のライフサイクルにわたる経
済・環境負荷評価モデルを得た。 
第3節は、動学的拡張WIOモデルを動学レオンチェフモデル、及び静学WIOモデルの定式
化を複数期間について分かりやすく比較説明している。 
第 4 節では，廃棄物産業連関モデルの解の正値条件について，若干の理論的検討を行
った。廃棄物産業連関モデルはリサイクルを表す負値要素をもつので、二階堂(1960)
定理の前提条件を満たさない。廃棄物産業連関モデルが正値解を有する可能性を，単
純な 2 部門の場合について，主に幾何的に論じた。正値解の存在が，産業部門におけ
る再資源化活動の扱いに依ること，これを廃棄物処理活動として扱うことで対応可能
なこと，が示される。部間数>2の一般的な場合についての考察は今後の課題であるが，
本節の内容はあくまでも補論として位置づけられるべきものである。 
第 5 節では、提案した動学的拡張モデルの特徴を例示的に解説する目的で、数値例を
示している。 
 
第 4 章は，得られたモデルを用い、建築産業における再資源化原材料の受け入れ，及
び，建築物の長寿命化について，経済・環境負荷評価をおこなった。データとして，
1995年のWIO表を独自に補完したものを用いている。 
第1節では、建設産業における再資源化原材料の受け入れが，長期間(30年)における
最終処分量と温暖化ガスに及ぼす効果を評価した。焼却灰，鉱滓，溶融スラグなどの
無機系廃棄物は，セメント材料として現在大量にリサイクルされている。しかし，こ
のセメントを用いた建設物が廃棄される場合，これら廃棄物原料の分別可能性如何で
は，その混入が長期的には建設廃棄物のリサイクルを阻害する可能性がある。建築物
の原材料として用いられた廃棄物起源再資源化材料(セメント材料としての)が廃棄時
に分別不可能な場合，次の再資源化は困難になる。これが「一回きりの再資源化」で
ある。これに対し，廃棄時の分別が可能な場合には，次の再資源化も可能なので「持
続可能」である。ただし，分別にはエネルギー等の用役が追加的に必要である。分別
が完全である場合には，不完全である場合に比べて持続的な最終処分場消費が達成可
能なこと，他方，温暖化ガス発生量は増加する，との結果が得られた。 
第 2 節では，(スケルトン増量に依る)建築物長寿命化がもたらす，長期にわたった経
済・環境効果を検討した。その結果，分別に関する設定や再資源化原材料の性質に関
わらず、最終処分場消費量削減においても，温暖化ガス排出量に関しても，削減効果
のあることが示された。ただし、ここでは長寿命化に依る最終需要縮小を仮定してお
り、その分の生産縮小とそれに伴う雇用削減の問題は、処分場の延命とは別で議論を
行うべき問題である。 
静学モデルでは，「一回きりのリサイクル」は当該時点において環境負荷削減に効果
があると結論づけ、その将来にわたった長期的効果を論ずることが難しい。しかし、
第 3 章で提案した動学モデルを用いることで、長期的効果の観点からは「一回きりの
リサイクル」がもつ効果は限定的であり、持続性が覚束ないとの結果を示した。これ
は，静学モデルと比較した際の動学的拡張 WIO モデルの分析的有意性を，現実のデー
タを用いて示したものである。 
 
第 5 章は，動学的拡張 WIO モデルのより進んだ応用として，最終処分場再生問題を取
り上げている。最終処分場の逼迫を受け，我が国では首都圏を中心に最終処分場再生
が現実の課題として注目されつつある。最終処分場再生においては，既存最終処分場
を掘り起こし，資源を回収すると共に残渣の適正処理を行う。廃棄物産業連関分析を
含む従前の産業連関を用いた研究では、最終処分場消費量は蓄積の一途をたどり、掘
り起こしや資源回収の可能性は考慮されていなかった。これに対し，掘り起こし活動，
及び，それに伴う資源回収・残渣処理を導入し，第 3 章の動学モデルを拡張した。こ
れを，4 章で用いたデータを更に自治体の関連データ及び技術資料から得たデータで
補完したものに応用した。掘り起こしを行う場合，資源回収・残渣処理の具体的方法
として，異なる形式の炉(流動床炉，シャフト式ガス化溶融炉)が考慮された。エネル
ギー・資源回収と最終処分場延命のどちらを重視するかによって炉形式の選択が異な
る，との結果が得られた。他方，掘り起こしとガス化溶融法を用いた資源回収が，持
続的な最終処分場管理に有効であるとの示唆も得られた。 
本章で用いたれた拡張動学モデルは，最終処分場の掘り起こしのみならず，ストック
として蓄積している廃棄物の再生一般に応用可能なものであり，二酸化炭素の回収，
都市鉱山からの金属回収など将来起こりうるとされる課題についても，高い有効性を
もつ分析装置となっている。 
 
最後に，第6章は今後の課題として，1) 技術的な課題として，廃棄物リサイクルを通
じた回収資源の品質低下(廃棄物・異物濃度の上昇)を考慮すること，2) 理論的課題と
して，最終処分場制約が成長に及ぼす効果を検討すること，を挙げて結びとしている。 
 
予備審査においては，主に，1)表現上の形式的な点，2)理論モデルについての追加・
補足的検討，3)実証分析におけるデータ資料についての記述とシミュレーション結果
の視覚的記述，について修正要求が出された。本論文では，これら修正要求の全てに
ついて十二分な対応が行われている。特に，2)に対応すべく3.4節(WIOと正値条件)
と付録 D(動学的廃棄物産業連関モデルと変動経路)が新たに加えられ，3)に対応すべ
く，4 章と 5 章では 30 年間にわたるシミュレーション結果を表示したグラフが新た
に多数加えられている。 
 
横山氏が第5章における最終処分場掘り起こし結果の考察で述べているように、技術
評価においては環境影響と並んで経済性の評価も必要である。理論的観点からするな
らば、提案した動学モデルの双対としての費用・価格モデルが必要ということになる
が、この点についての言及はない。又，横山氏はリサイクル評価における質量・嵩な
どの物理情報の必要性を強調しているが、その一方で，廃棄物フロー以外の部分に関
しては通常の金額表示産業連関表を用いている。本来ならば、廃棄物フロー以外につ
いても、金額ではなく物理的情報を用いるのが望ましいのであろう。しかし、横山氏
が第3章の既存文献展望で指摘したごとく、物的産業連関分析は未だに発展途上の分
野である。従って、これらの指摘は本論文の価値をいささかも減じるものではなく、
むしろ，それが押し開いた将来の有望な研究課題とみなされるべきであろう。 
 
本論文は，廃棄物処理の現実的知見を考慮しつつ産業連関分析を理論的に拡張し，そ
れを極めて現実的な課題であるリサイクルの持続可能性と最終処分場再生に応用し
たものであり，理論と実証の両面から極めて高く評価されるべき独創的なものであ
る。博士学位論文として十分適格と判断する。 
